
資料６－１ 

「東アジア共同体」構想に関する今後の取組について （抜粋） 

 （平成２２年６月１日 内閣官房）  

Ⅰ．目標  

具体的な協力の積み重ねを通じて、平和で安定し、繁栄した地域を形成する。  

 

Ⅱ．基本的考え方  

・米国を含む関係国との、「開かれた」「透明性の高い」地域協力を推進する（日米同盟は、

地域の平和と安定のための礎となっており、今後とも米国の関与は不可欠）。  

・長期的なビジョンの下に、機能的な協力を積み重ねる。様々な既存枠組み（日中・日韓等バ

イ、日中韓、ASEAN＋１、ASEAN＋３、EAS、APEC、ARF等）を活用しつつ、できること、でき

るパートナーから始めて徐々に拡げていく（欧州の和解と協力の経験をモデルに）。特に、

我が国が議長を務める2010年APECの場を活用する。  

・我が国が蓄積してきた経験や技術を広く使ってもらうことで、地域の「成長の先にある課題」

への対処に貢献する。  

・「人」は構想を前進させる際に最も大事な鍵。人的・文化的交流を促進し、共同体の中核と

なる人材を内外で育成する。  

・我が国も、「日本を開く」との考え方に基づき、大胆かつ積極的な取り組みをスピード感を

持って立案し、実行に移す。 

 

１ 経済連携の推進等 

（２）「連結性（Connectivity）」強化への積極的貢献  

 

 

○アジアの課題解決に資する、ハード・ソフト両面のインフラ整備への協力【総務省、法務省、

外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省等】  

・ASEANの連結性強化のためのマスタープランや、ERIA等で策定中の「アジア総合開発計画」に

協力し、域内の連結性強化に資するために、アジア各国の鉄道、道路、港湾、空港、発電所、

上下水道、通信、スマートコミュニティ、農業・農村基盤等のインフラ整備、法制度・規制・

基準の整備・改善、国境措置の改善等に貢献する。  

・アジアの地域協力・地域統合に向けたインフラや制度整備に実績と強みを有するアジア開発

銀行との連携を更に強化する。  

・メコン地域開発への協力として、「総合的なメコン地域の発展」、「環境・気候変動および

脆弱性克服への対応」、「協力・交流の拡大」を柱に注力する。  

・格差是正、環境問題、貧困削減、持続可能な開発（水産資源管理等）など、アジアが抱える

様々な課題に対して、社会的セーフティーネットの構築など、広く我が国の知識、経験、環

境・省エネ・省資源対応に優れた技術等の蓄積を活用する。  

・案件形成から相手国の人材育成まで、ニーズに合わせパッケージ化し、官民による総合的な

支援を実施する。  

・規格の共通化・調和を進める中、我が国の知見を活かした連携の下、アジア諸国との連携の

下、アジアの実情に適した国際標準づくりに貢献する。 

経済成長と共同体形成の途上でアジアが抱える様々な課題（インフラ整備、

格差是正、環境問題等）に対し、我が国の知識、経験、技術を広く活用する。 












